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予防重視の介護保険制度の改正に伴い，口腔機能向上サービスの促進が図られている．しかし，サービスの実施や加

算の算定には課題が多い．そこで，口腔機能向上サービスの該当者が多いと推定される通所介護事業所を利用している

虚弱高齢者の口腔機能向上サービスに関するニーズと職員の認識を明らかにすることを目的として1,044の通所介護事

業所職員を対象に郵送による自記式質問紙調査を行った．

272名から回答が得られた（回収率26.1％）．職種は看護職39.0％，介護職29.4％，女性が75.0％を占めた．口腔機能

向上サービスのニーズを有する利用者や通常の口腔ケアの実施は多いものの，口腔機能向上の算定はわずかであった．

算定しない理由は，高齢者・家族の口腔機能向上に対する認識が低い，職員のケアに対する自信が低い，算定基準が厳

しいことなどであった．以上より，口腔機能向上サービスの促進と成果を高めるには，職員への教育の充実を図る重要

性が示唆された．
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Ⅰ．序 論

我が国では，超高齢化に伴う医療費の高騰および介護

ニーズの増大に対応するために，2000年に介護保険制度

が導入された．その結果，サービス提供システムが体系

化され利用の促進が図られた．しかし，要介護認定者数

は介護保険制度開始から５年が経過した時点で400万人

を上回り
1)
，開始当初の２倍に増加した．特に要支援認

定者の要介護への移行割合は60％以上を占め
2)
，要介護

者の自立支援が困難な状況が重大な問題として指摘され

た．そのため，2004年から「新予防給付」が創設され，

介護予防事業サービスがスタートした．介護予防とは

「要介護状態の発生をできる限り防ぐ，あるいは遅らせ

ること，そして要介護状態にあってもその悪化をできる

限り防ぐこと」と定義され
3)
，高齢者の生活機能全般を向

上させることによって，自己実現・生きがいを支えるこ

とを目指している．その実現に向けて厚生労働省は，生

活機能向上の視点として，運動器の機能向上，栄養改善，

口腔機能の向上，認知症予防・支援，うつ病予防・支援，

閉じこもり予防・支援の６項目の視点によるマニュアル

を整備し提示した．

身体的機能の改善の視点からは，口腔機能が向上する

ことによって栄養状態が改善され，その結果，運動器の

機能向上につながると考えられるため，口腔機能低下を

予防することが重要である．この機能低下は，高齢者の

摂食・嚥下障害と誤嚥性肺炎の問題に関係する．高齢者

の肺炎は後期高齢者に限って言えば死亡原因の第１位で

あり，摂食・嚥下障害による誤嚥性肺炎が主たる原因と

考えられている．高齢者の摂食・嚥下障害に関する研究
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成果から，咳嗽反射の低下に起因するむせのない不顕性

誤嚥の出現，筋の緩みによる喉頭の下降や嚥下圧の低下，

歯牙を失うことによる咀嚼力の低下と嚥下機能への影響

などが明らかとなってきた
4)5)
．また，摂食・嚥下障害の

リスクがある地域高齢者は，前期高齢者で10％，後期高

齢者では20％に認められ
6)
，嚥下と呼吸の協調に関する

研究
7)
では加齢に伴って嚥下性無呼吸時間が延長される

こと，嚥下後誤嚥のリスクが高くなることが報告されて

いる．このようなことを踏まえ，介護予防においては摂

食・嚥下機能の維持・向上および口腔内の清浄化を促進

することが，最も基盤となる方策であると考えられる．

介護予防を重視する改正が行われて以来，要支援およ

び要介護高齢者の口腔機能の向上のための口腔衛生，摂

食・嚥下機能に関する実地指導（以下，口腔機能向上サー

ビスとする）の導入を試みる通所介護事業所が増加傾向

にあるものの，ニーズ把握やアセスメントが困難である

こと，さらに口腔機能向上サービスの必要性は認識され

ているが知識やケア技術の獲得が遅れていることなどが

一部で指摘されている
8)
．先に述べた摂食・嚥下障害の

リスクがある地域高齢者の多くは通所介護事業所を利用

していると推測されるが，口腔機能訓練やケアに関する

ニーズの実態は正確に把握されていない．また，通所介

護事業所については，要件を満たせば口腔機能向上加算

の算定が認められたものの，その内容は一定の施設基準

を満たし，口腔機能が低下している利用者等に対して，

口腔機能向上サービスを提供した場合に，３ヶ月以内の

期間に限り１月に２回を限度として加算されるというも

ので，短期間で成果が見えにくく，マンパワー不足や費

用対効果の点から導入を躊躇する事業所も多い．しかし，

口腔機能の低下を予防する体操等の取り組みにより一定

の効果は報告されている
9)
．具体的には，口腔機能向上

サービスを実施したことにより，口腔機能の向上が図れ，

食べる楽しみを得て，生活意欲が高揚し
10)
，笑顔がみら

れ会話が弾み，社会参加が継続でき，自立した生活と日

常生活動作の維持・向上が図れたこと，誤嚥，肺炎，窒

息が予防できることなどが報告されている
11)-20)

．そのた

め，通所介護事業所においても，虚弱高齢者のための摂

食・嚥下障害予防と口腔機能の維持・向上を目的とした

トレーニングプログラムを開発するとともに，そのプロ

グラムを継続的に実践・支援できるよう職員に対する教

育方法を検討することが重要と考えた．

そこで本研究では，その初期的研究として，通所介護

事業所を利用している虚弱高齢者の口腔機能向上サービ

スに関するニーズと職員の認識を明らかにすることを目

的として実態調査を行うこととした．

Ⅱ．研究方法

１．調査対象

対象は通所介護事業所において直接利用者にケアを提

供している職員1,044名とした．

２．データ収集方法

データ収集は郵送による自記式質問紙法とした．愛知

県，岐阜県，三重県，静岡県，長野県に開設されている

約3,500施設の通所介護事業所より，口腔機能向上加算

の算定申請をしている事業所を，WAMNETより市町村

単位で1,000事業所を目途に抽出して質問紙を郵送し，

回答後の質問紙の回収は返信用封筒を用いて郵便で行う

よう依頼した．

３．調査内容

対象者の基本属性，職種，職員の人数，利用者定員等

について回答を求めた．また，職員の口腔ケアの必要性

の認識を測定するために，現時点で口腔機能向上サービ

スが必要と思われる利用者数を尋ねた．さらに，実態を

把握するために，口腔機能の維持・向上のための訓練や

ケアを実施している利用者数，口腔機能向上加算を算定

している利用者数，口腔機能訓練実施に関する自信等に

ついて構造的質問形式で回答を求めた．また口腔機能訓

練およびケアの実施に関する取り組みの実態と実施時の

困難等については自由記述での回答を求めた．

４．分析方法

対象者の基本属性，職員の配置，利用者の状況および

口腔機能向上サービスの実施状況等に関しては単純集計

を行い，自由記述については質的に分析した．

５．倫理的配慮

通所介護事業所責任者に調査の趣旨，調査方法を記載

した文書を送付し，承諾が得られた場合に調査対象者で

ある利用者に直接的にケアを提供している職員に対して，

同封の調査用紙を配布していただくよう依頼した．その

際に，強制力がかからない配慮についても文書に併記し

た．調査対象者に対しては，調査の趣旨とともに，回答

は無記名でありプライバシーは侵害されないこと，自由
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意思による調査協力であることなどについて説明した調

査協力依頼文書を調査用紙に添付した．調査協力への同

意については返送をもって得られたものとすることにつ

いても調査協力依頼文書内に記載した．以上について，

愛知県立大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した．

Ⅲ．結 果

1,044部を配布し，272部が回収された（回収率26.1％）．

１．対象者の属性および所属事業所の概要

対象者の年齢範囲は23∼83歳，平均45.9歳（標準偏差

10.2；以下，±数値で示す）で，年代別では40歳代が最

も多く，次いで50歳代，30歳代の順であった．性別は，

男性68名（25.0％），女性204名（75.0％）であった．

職種では，看護職105名（38.6％），介護職79名（29.0％），

歯科衛生士などのその他88名（32.4％）であり，現在の

職場の平均勤続年数は5.9±4.1年で５年未満の分布が

132名（48.5％）と最も多かった（表１）．

所属事業所の概要では，デイサービスの利用者定員数

の平均人数は28.1±11.5名であり，１日当たりの利用者

の要介護度別人数の平均は，要介護１が18.0±12.9名と

最も多く，次いで要介護２が16.7±11.4名，要介護３が

11.0±8.4名の順であった．

職員の人数の平均は，看護職2.6±1.3名，介護職9.5±

4.6名であった．また，口腔機能向上サービスに関わる

職員の人数の平均は，看護職2.0±1.2名，介護職5.6±

4.6名であった（表２）．

２．口腔機能向上サービスのニーズと実施状況

職員の客観的評価として利用者に摂食・嚥下障害があ

る，または予防のために口腔機能向上サービスを実施す

る必要があると思われる利用者数について尋ねたところ，

必要性を感じている利用数の平均は22.8±28.1名との回

答が得られた．また，口腔機能の維持・向上のための訓

練やケアを実施している利用者数は，平均28.7±35.2名

であった．一方，口腔機能向上加算を算定している利用

者数は，平均5.6±10.9名に留まった．

３．口腔機能向上加算を算定しない理由

口腔機能向上サービスを実施しているにもかかわらず

加算を算定していない場合が多い状況が明らかとなった

ことから，算定に至らない理由に着目して自由記述の内

容を質的に分析した．その結果，【高齢者・家族にとって

口腔機能維持・向上の優先度が低い】【加算に対する高齢

者・家族の同意が得られない】【介護支援専門員の口腔機

能維持・向上の必要性と生活への影響に対する認識不足】

【口腔機能維持・向上の実践に必要な体制の不備】【加算

に必要な口腔機能維持・向上を適切に実施できない】【加

算の算定をしても割に合わない】【制度の利用条件に合
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表１ 調査対象者の属性
N＝272

項目 人数 （％）

性別 男性 68 (25.0％)

女性 204 (75.0％)

職種 看護職 105 (38.6％)

介護職 79 (29.0％)

その他 88 (32.4％)

年齢 平均 45.9歳(標準偏差 10.2)

範囲 23-83歳

20歳代 14 ( 5.2％)

30歳代 59 (21.7％)

40歳代 93 (34.2％)

50歳代 79 (29.0％)

60歳以上 22 ( 8.1％)

未記入 5 ( 1.8％)

現職場での実務経験年数 平均 5.9年(標準偏差 4.1)

範囲 １ヶ月-23年６ヶ月

５年未満 132 (48.5％)

５年以上10年未満 89 (32.7％)

10年以上15年未満 39 (14.3％)

15年以上 7 ( 2.6％)

未記入 5 ( 1.8％)

表２ 事業所の概要
N＝272

項目
平均±標準
偏差

１日の利用者定員数 範囲（2-72名） 28.1±11.5

要介護度人数 要支援１ 5.4± 5.7

要支援２ 7.9± 6.4

要介護１ 18.0±12.9

要介護２ 16.7±11.4

要介護３ 11.0± 8.4

要介護４ 6.8± 7.0

要介護５ 4.4± 5.1

職員の人数

看護職 範囲(0-9名) 2.6± 1.3

介護職 範囲(1-32名) 9.5± 4.6

口腔機能維持・向上プログラムの介入者

看護職 範囲(0-6名) 2.0± 1.2

介護職 範囲(0-19名) 5.6± 4.6



致しない】【口腔機能維持・向上が期待できないと判断】

【施設の経営上の戦略】の９カテゴリが抽出された（表

３）．

４．口腔機能向上サービス実施に関する自信

口腔機能向上サービスを実施するに当たり，アセスメ

ント，計画立案および実践に関する自信について「自信

がある」∼「自信がない」までの４段階評定法により回

答を求めたところ，アセスメント，計画立案および実践

力のすべてにおいて，６割程度が「自信がない」または

「あまり自信がない」と回答していた．特に，アセスメ

ントにおいてよりその傾向が強い結果であった（図１）．
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表３ 口腔機能向上加算を算定しない理由

カテゴリー サブカテゴリー

【高齢者・家族にとって口腔機能維持・向上の優先度が低い】

口腔機能維持・向上の加算による高齢者・家族の経済的負担の増加

口腔機能維持・向上の加算より他のサービス利用が優先される

高齢者が口腔に不都合を感じていない

【加算に対する高齢者・家族の同意が得られない】

費用負担に対する高齢者・家族の同意が得られない

口腔ケアの必要性に対する高齢者・家族の理解不足

意思疎通が困難なため，口腔ケアの必要性について高齢者の理解が得られ
ない

【介護支援専門員の口腔機能維持・向上の必要性と生活への影響に対する
認識不足】

ケアマネの口腔機能維持・向上の必要性に対する認識不足

ケアマネの口腔機能維持・向上加算に対する認識不足

口腔機能維持・向上のケアプランが立案されない

【口腔機能維持・向上の実践に必要な体制の不備】

歯科衛生士の人員不足

ケアを提供する体制の不備

書類作成のための人員不足

歯科医師・歯科衛生士との連携が困難

【加算に必要な口腔機能維持・向上を適切に実施できない】

アセスメントに基づいたケアを提供できない

スタッフの口腔機能維持・向上に関する知識・技術不足

アセスメント・計画・評価の困難さ

【加算の算定をしても割に合わない】

加算の手続きが煩雑である

加算の報酬が少ない

加算の算定をしても採算が合わない

【制度の利用条件に合致しない】

他施設ですでに算定されている

加算の条件に適合しない

３か月の加算期間を過ぎたため，加算できない

【口腔機能維持・向上が期待できないと判断】

加算をとる必要性を感じられない

サービス利用時のみ介入しても効果が得られない

口腔機能維持・向上が期待できない

【施設の経営上の戦略】
口腔機能維持向上をサービスとして提供する

他施設との競争原理

図１ 口腔機能向上サービス実施に関する自信

（図内の数字は人数を示す）



５．口腔機能向上サービスの内容と実施状況

加算の有無にかかわらず，実施している口腔機能向上

サービスの内容と実施状況を尋ねたところ，口腔清掃の

自立支援86.4％，口腔機能向上のための訓練の指導が

90.8％と多く実施されていた．一方，歯科衛生士による

口腔清掃の自立支援は22.8％，嚥下機能訓練は38.4％，

呼吸機能訓練は43.0％と少ない傾向がみられた（図２）．

Ⅳ．考 察

地域で生活する虚弱高齢者において，口腔機能の維

持・向上や口腔衛生の保持は，高齢者の適正健康，介護

予防およびQOLの維持・向上に多大な役割を果たすもの

と考えられる．そのため，口腔機能向上サービスは介護

保険制度にも位置づけられ重要視されている．本研究で

は，介護予防に重要な役割が期待され，サービス実施に

伴い報酬も加算されるよう評価された口腔機能向上サー

ビスについて，ニーズ把握とサービス実施の現状に関す

る調査から課題を分析する．

１．口腔機能向上サービスのニーズと実施状況との

ギャップへの対応

今回の調査において，口腔機能向上サービスの対象と

なるニーズを持つ高齢者は多く，実際に口腔機能訓練や

口腔ケアを提供されている高齢者は多く見られた．実施

しているケアの多くは口腔清掃の自立支援，集団的に行

われる口腔体操などの口腔機能向上のための訓練指導で

あった．しかし，口腔機能向上サービス報酬を算定して

いる割合は低い実態が明らかになった．介護保険制度の

改正に伴い新予防給付が開始された当初に行なわれた調

査では，基本チェックリストに基づいて選定される虚弱

な高齢者，すなわち特定高齢者は65歳以上人口の５％が

該当すると予測されていたのに対して，口腔機能向上

サービス加算算定者の割合は0.3％と非常に少ない結果

であった
21)
．その後５年が経過した現在においても，

サービスの促進は遅れていることが推察される．適切な

実施により，効果は期待できるとのエビデンスに基づい

て導入されたにもかかわらず，実施率が伸び悩んでいる

原因として，本調査の自由記述の内容にみられるように，

ケア提供者側の認識の不足に加え，虚弱高齢者や家族の

口腔機能向上の必要性に対する認識が低いことが示唆さ

れた．

今回は高齢者や家族への調査は実施していないことか

ら，詳細について言及することはできないが，家族も含

めて多様な対象に応じたきめ細かな啓発活動をデイサー

ビスのプログラムの中に組み込んでいく必要があると考

える．さらに制度の運用上の課題も早期の解決が望まれ

る．

２．口腔機能向上サービス促進のためのスタッフ教育の

必要性

口腔機能向上サービスが促進されない理由として，介

護支援専門員の口腔機能向上の必要性に対する認識不足

や，ケアスタッフが適切に実施できないこと，さらには

実践に必要な体制の不備などがあげられていた．このこ

とはサービスを実践するうえでの自信とも関連しており，

本調査結果では特に事前・事後のアセスメントを適切に

行う自信がないと回答しているものの割合が高かいこと
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図２ 口腔機能維持・向上プログラムの実施状況

（図内の数字は人数を示す）



も影響している可能性がある．厚生労働省が提示してい

る口腔機能向上マニュアルに，アセスメントシート，計

画立案や評価に関するシートも添付されているが，ス

タッフの職種や教育背景の多様性から，口腔内の観察力，

口腔機能のフィジカルアセスメント力にはばらつきがあ

り，計画立案への認識に影響を及ぼしているとの指摘が

ある
22)
．また，加齢によって生じた構音機能の減退は可

逆的なものであり，適切な介入を継続的に実施すること

によって，改善を図ることが可能であること
23)
，認知症

対応型グループホームを利用している高齢者においても，

自宅で実施可能な「口腔体操」の指導および３か月間の

継続実施により，口唇閉鎖力，反復唾液嚥下テスト

（RSST），音節交互反復運動等に改善が見られたとの報

告がある
24)

ことから，適切な訓練の実施により成果が得

られることは明白である．したがって，通所介護事業に

おいても多様なニーズを持ち個別性の高い虚弱高齢者に

対して，適切なアセスメントに基づき，計画立案し，よ

り良い効果が得られる実践を行うために，多様な職種に

適用可能なスタッフ教育の充実が重要であると考える．

Ⅴ．結 論

通所介護事業所を利用している虚弱高齢者の口腔機能

向上サービスに関するニーズとサービスの実施状況およ

び職員の認識を調査した．

その結果，口腔機能向上サービスの必要な虚弱高齢者

は多く，実際に何らかの口腔ケア，機能訓練が実施され

ていた．しかし，介護保険算定基準を満たすための体制

整備の不備や煩雑さ，費用対効果の観点から算定は低調

であった．

また，口腔機能向上加算を算定するためには，適切な

アセスメント，計画立案および実践を行い，一定期間に

効果を得なければならないことから，この過程に自信が

ない実態が明らかとなり，職員の教育の充実が課題であ

ることが示唆された．
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